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はじめに 

 

昭和の終わりから平成にかけて、ゴルフ場開発における農薬による薬害問題に対して社会

の関心が高まった状況に鑑み、河川管理者自ら河川の水質の一層の向上に努めるため、河川

区域内における農薬の使用については、「農薬の使用に関する河川の維持管理について」（平

成２年３月１９日付け事務連絡）により、上水道取水口より上流区域は原則として除草剤の

使用を取りやめることとした。 

 

一方、農薬については、登録のない農薬の輸入・販売により国産農産物への信頼が損なわ

れる等の事態を受け、平成 14 年に農薬取締法（昭和 23 年制定）が大改正された。この改正

では「無登録農薬の製造及び輸入の禁止」がなされるとともに、「無登録農薬の使用禁止」

及び農薬の使用に伴って作物への残留等の問題が発生することを防止するために、農林水産

大臣及び環境大臣により「農薬の使用者が遵守すべき基準」が創設された。この基準は、農

薬使用者が農薬を使用するにあたって遵守すべき農薬の使用基準であり、この基準に違反し

て農薬を使用してはならないことが定められた。 

また、平成 15 年に農林水産省・環境省から「農薬を使用する者が遵守すべき基準を定め

る省令」が発出され、農薬を適正に使用するルールが整えられた。 

 

近年、堤防の被覆に使用してきた芝に外来植物等が混入するなど、芝が様々な植生に遷移

し、堤体の弱体化が懸念されている実態があり、堤防の適正な維持管理に多大な労力が必要

となる事例が増えてきている。水害が激甚化・頻発化するなか、堤防の治水上の機能を維持

するとともに、良好な河川環境を保全する上で、堤防の適切な植生管理を実施していくこと

が求められている。一方、渡良瀬川等の一部区間において堤防の植生管理に植物成長調整剤

と除草剤を使用する先行的な調査検討を進め、植生管理への一定の効果を確認したところで

あり、適正な農薬の使用は有効な手段の一つとなる可能性が考えられる。 

 

ついては、堤防の治水上の機能の維持にあたって、農薬のうち植物成長調整剤と除草剤（以

下、「除草剤等」という。）の使用による、堤防の治水上の機能の維持と良好な河川環境の

保全を両立する堤防の堤防植生管理を行うため、農薬使用による堤防植生環境等への影響、

効果に関する知見の収集、農薬取締法の制度の下で使用基準を遵守した除草剤等の使用方法

の習得を目的として、試行ができるものとする。 

農薬を使用した試行を行う場合は、「堤防の維持管理のための農薬使用の試行ガイドライ

ン」（以下、「試行ガイドライン」という）に基づき実施することとする。なお、農薬の使

用は本試行に基づくものに限ることは、あらためて徹底されたい。 

 



 

1-1 

1. 本ガイドラインの構成 

堤防の植生管理の一手法として河川管理の効果的・効率的な維持管理の検討のため、農薬

取締法のもとに登録された農薬を、堤防の植生管理において適正に使用する試行のため、本

ガイドラインをとりまとめた。 

 

本ガイドラインは、以下の構成のとおりである。 

第 2 章では、農薬を適正に使用するための基本である農薬取締法に関する知識を得るとと

もに、農薬の定義、科学的知見に基づき安全性を評価した上で農薬が登録される仕組みを示

している。また、農薬を適切に使用する際に遵守すべき関連法令を示している。 

第 3 章では、堤防の植生管理に農薬を試行的に使用する方法を示す。堤防では、農薬のう

ち植物成長調整剤と除草剤（以下、「除草剤等」という。）を使用することになる。堤防除草

において除草剤等を使用する流れを具体的な方法とともに示している。 

参考資料には、以下の関連資料を掲載しているので、活用されたい。 

【参考資料 1】  関連する省令及び通知 

【参考資料 2～4】渡良瀬川におけるモニタリング調査の例 ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 堤防除草における除草剤等の試行的使用の流れ（第 3 章 3.2.）の構成 

計画準備 【(1)1)】 
 
 
 
 
 

使用の目的 
・試行区間（箇所）の選定 
・対象植物の設定 

施工時期等の設定 

使用する除草剤等の選定 
【(1)2) (A)】 

・使用回数・使用量・使用濃度等の設定 
 

除草剤等の効果確認 
 【(3)】 

事前の対応 【(1)2) (Ｂ)】 

施工の実施 【(2)1）,2）】 

使用の記録・保存 【(2) 3）】 

凡 例 
：河川管理者が決める行為 
：農薬取締法に基づく対応 

【 】：第 3 章の 3.2.で該当する項目番号  
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2. 農薬の概要と関係する制度等 

2.1. 農薬の概要 

 農薬取締法に基づく農薬の定義 

農薬取締法（第二条）では、「農薬」とは、「農作物（樹木及び農林産物を含む。以下「農

作物等」という。）を害する菌、線虫、だに、昆虫、ねずみ、草その他の動植物又はウイル

ス（以下「病害虫」と総称する。）の防除に用いられる殺菌剤、殺虫剤、除草剤その他の薬

剤（その薬剤を原料又は材料として使用した資材で当該防除に用いられるもののうち政令で

定めるものを含む。）及び農作物等の生理機能の増進又は抑制に用いられる成長促進剤、発

芽抑制剤その他の薬剤をいう。」と定義されており、また農作物等の病害虫を防除するため

の「天敵」も農薬とみなす、とされている。 

 

（参考：「農薬情報 （１）農薬とは」、農林水産省 WEB サイト、 
https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_info/index.html ） 

 

 農薬取締法の制定と改正の経緯 

農薬取締法は 1948 年（昭和 23 年）に制定された。その後、農薬が目覚ましい発達をとげ

たこと、さらに環境汚染に対する社会的関心の高まりの中で、残留性の強い農薬成分が、農

作物、水、土壌などを汚染するなどの社会問題や、国民に対する健康への懸念の問題がクロ

ーズアップされたことなどから、時々の時代の要請に応じて改正が行われ、4 回の改正を経

て現在に至っている。 

 

（出典：「農薬は本当に必要？」、農薬工業会 WEB サイト、 
https://www.jcpa.or.jp/qa/a6_25.html ） 
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表 2-1 農薬取締法の改正の経緯 

年次 改正の概要 

昭和 23 年 

（1948 年） 

■制定 

 当時は戦後の食料危機のため食糧増産が急がれていた反面、不良農薬が出回って農家

に損害を与える例が少なくなかった。 

 そのため不正、粗悪な農薬を追放し、農薬の品質保持と向上を図り、ひいては食糧の

増産を推進することを目的として、本法が制定された。 

昭和 38 年 

（1963 年） 

■最初の改正 

 植物調節剤および農薬を原料または材料として使用する資材を本法の適用の対象と

し、農薬の使用に伴う水産動植物の被害を防止する観点から、水産動植物に有害な農薬

の取り扱いについて新たに規定した。 

昭和 46 年 

（1971 年） 

■２回目の改正 

 農薬による人畜の被害を防止するため、残留農薬に対する対策の整備強化、登録制度

の強化、農薬の使用規制の整備等が行われた。 

平成 14 年 

（2002 年） 

■３回目の大改正 

 全国各地で無登録農薬の販売・使用が、国民に対する健康への不安として社会問題と

なったことから、農薬使用者すべてに使用基準の遵守を明確に義務づけ、違反には重い

罰則を設けた。たとえ登録のある農薬であっても、使用基準に違反した場合は、3 年以

下の懲役もしくは 100 万円以下の罰金、場合によっては両方が科されることになった。

改正のきっかけとなった無登録農薬については、販売禁止に加え、製造、輸入、使用も

禁止とした。 

 一方、それまで防除目的で使われてきた農業資材が無登録農薬とならないよう、農薬

登録制度の枠外で製造、販売、使用できる特定農薬(通称:特定防除資材)も創設された。 

平成 15 年 

（2003 年） 

 さらに、無登録農薬や販売禁止農薬が販売された場合、販売者に回収を命じることの

できる規定、農薬登録のない除草剤は「農薬として使うことはできない」との表示を義

務づける規定が設けられた。これらに対する改善勧告に従わなかった場合も、「3 年以

下の懲役もしくは 100 万円以下の罰金、場合によっては両方」が科されることになった。 

平成 30 年 

（2018 年） 

■4 回目の改正 

同一の有効成分を含む農薬について、一括して定期的に、最新の科学的根拠に照らし

て安全性等の再評価を行う制度が導入された。また、農薬製造者から毎年報告を求める

こと等で、必要な場合には、随時登録の見直しを行うこととなった。 

農薬の登録審査が見直され、安全性に関する審査（農薬使用者・動植物に対する影響

評価の充実等）の充実やジェネリック農薬の申請の簡素化ができることとなった。 

 
（出典：「農薬は本当に必要？」、農薬工業会 WEB サイト、 

https://www.jcpa.or.jp/qa/a6_25.html ） 
（出典：「農薬取締法の平成 30 年改正の概要」、農林水産省 WEB サイト、 

https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_kaisei/h300615/index.html を参照して作成） 
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 農薬の種類 

農薬には多くの種類があり、その分類の仕方も様々にある。農林水産省では、殺虫剤、殺

菌剤、殺虫殺菌剤、除草剤、殺そ剤、植物成長調整剤、その他の 7 種類に分類し、殺ダニ剤、

殺線虫剤は殺虫剤に、農薬肥料、殺虫・殺菌植調剤、忌避剤、誘引剤、展着剤は「その他」

に含めている。 

農薬登録の場合は、この分類に従って行われる。 

 
（出典：「農薬はどうして効くの？」、農薬工業会 WEB サイト、 

https://www.jcpa.or.jp/qa/a4_01.html） 

 

本ガイドラインでは、農薬のうち、植物成長調整剤と除草剤を「除草剤等」として、これ

に限定し、堤防植生管理の試行に使用する対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 農薬の用途別分類（7 種類） 

 除草剤等の種類 

 選択性・非選択性による種類 

除草剤等は、枯らす植物の対象の範囲に応じて、①選択性、②非選択性の２種類がある。 

これらの特徴を、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 選択性・非選択性による除草剤等の効用 

①選択性除草剤 

 ※特定の種類の植物のみ枯らす 

 ※有用植物にかけても薬害が出ない薬剤もある 

②非選択性除草剤 

 ※ほぼ全ての種類の植物を枯らす 

 ※有用植物にはかからないよう処理する必要がある 

堤防植生管理の試行に使用できる
除草剤等 

（植物成長調整剤・除草剤） 
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 吸収部位による種類 

除草剤等は、植物体の吸収部位により、葉等から成分を吸収させる①茎葉処理剤、土壌の

表層に処理層を形成し発芽した種子に効く②土壌処理剤、これら両方の特徴を併せ持つ③土

壌兼茎葉処理剤の 3 種類がある。 

これらの特徴を、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 吸収部位による種類 

  

土壌処理剤 

土壌処理剤は、成分がいったん土壌に移行して、

根から吸収され徐々に雑草を枯らす。それと共に

土壌に処理層を形成し、長期間雑草の発生を抑え

ることができる。 

茎葉処理剤 

茎葉処理剤は、成分が植物の葉や茎から吸収さ

れる。茎葉処理剤の多くは、成分が土壌に落ち

るとすばやく不活性化するので、植物の根から

吸収されることはない。 

土壌兼茎葉処理剤 

土壌兼茎葉処理剤は、成分が植物の葉や茎から吸収され、

すばやく植物を枯らす。土壌に落ちた成分は、根からも吸

収され徐々に雑草を枯らす。それと共に土壌に処理層を形

成し、長期間雑草の発生を抑えることができる。 
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2.2. 農薬取締法による登録の仕組みと使用方法の遵守 

農薬取締法の下では、厳しい基準の下で農薬を登録する仕組みが定められている。また、

登録にあたっては、使用にあたっての遵守しなければならない使用法も定めることになって

いる。 

 農薬の登録制度 

農薬は、毒性、作物への残留、環境への影響等に関する様々な試験成績に基づき安全性の

評価を行い、安全と認められる農薬だけが登録される。また、平成 30 年の改正までに様々

な審査項目が追加されている（図 2-4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 農薬の登録の流れ 

（出典：「農薬情報 （3）その他の関連情報 農薬取締法に基づく規制の現状と今後について」、 
農林水産省 WEB サイト、https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_info/attach/pdf/index-10.pdfを加工） 

■新たな評価制度の導入や審査項目の追加により、科学的知見に基づき農薬の安全性を評価 
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農薬の登録にあたっては、農薬の安全性を確認するために、関係省庁が連携して取り組ん

でいる（図 2-5 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 農薬の登録に関係する省庁と役割 

（出典：「農薬情報 （3）その他の関連情報 農薬取締法に基づく規制の現状と今後について」、 
農林水産省 WEB サイト、https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_info/attach/pdf/index-10.pdf」） 
 

 農薬ラベルに表示された使用方法の遵守 

登録された農薬には、登録時に対象作物、適用雑草、適用場所などが定められており、そ

の定めは農薬ラベルに記載され、ラベルの使用方法に限って使用できるものとなっている

（図 2-6 参照）。 

また、効果・薬害等の注意事項、安全使用上の注意事項など、農薬を使用する前に読んで

理解しておかないといけないことが、農薬ラベルに記載されている（図 2-6 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 農薬ラベルの記載内容 

（出典：農薬工業会 WEB サイト、https://www.jcpa.or.jp/assets/file/labo/books/leaf11.pdf ） 
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2.3. 農薬の使用にあたっての省令等 

農薬は、適正に使用されない場合、人畜及び周辺の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがあ

る。特に、学校、保育所、病院、公園等の公共施設内の植物、街路樹並びに住宅地に近接す

る農地（市民農園や家庭菜園を含む。）及び森林等（以下、「住宅地等」という。）におい

て農薬を使用するときは、農薬の飛散を原因とする住民、子ども等の健康被害が生じないよ

う、飛散防止対策の一層の徹底を図ることが必要である。 

このため、農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令（平成 15 年農林水産省・環

境省令第 5 号）第 6 条において、「住宅の用に供する土地及びこれに近接する土地において

農薬を使用するときは、農薬が飛散することを防止するために必要な措置を講じるよう努め

なければならない」と規定されている。また、この規定の下で「住宅地等における農薬使用

について」（平成 15 年 9 月 16 日付け 15 消安第 1714 号農林水産省消費・安全局長通知）及

び「住宅地等における農薬使用について」（平成 19 年 1 月 31 日付け 18 消安第 11607 号・

環水大土発第 070131001 号農林水産省消費・安全局長、環境省水・大気環境局長通知）が発

出されており、住宅地等で農薬を使用する者が遵守すべき事項が示されている。さらに、こ

れらの通知の趣旨が徹底されていない事例等が報告されたことを踏まえ、平成 25 年に改め

て「住宅地等における農薬使用について」（平成 25 年 4 月 26 日付け 25 消安第 175 号・環

水大土発第 1304261 号農林水産省消費・安全局長、環境省水・大気環境局長通知）が発出さ

れている。 

農薬を使用する際に遵守すべき関連法令等については【参考資料-1】に掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

2.4. 農薬取締法に基づく罰則規定 

平成 14 年の農薬取締法の改正においては、法律違反による罰則規程が強化された。使用

に係る義務違反の罰則は以下のとおりである。 

 

  

・「農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令」農林水産省・環境省（平成 30 年） 

（https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_kaisei/h141211/h141211f.html） 

・「住宅地等における農薬使用について」農林水産省・環境省 局長通知（平成 25 年） 

（https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_tekisei/jutakuti/20130426tuchi.html） 

■罰則（農薬取締法 第十七条） 

 

   （改正前） 1 年以下の懲役 若しくは 5 万円以下の罰金 

↓ 

   （改正後） 3 年以下の懲役 若しくは 100 万円以下の罰金、場合によっては両方 
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3. 除草剤等を使用した植生管理の試行 

3.1. 基本的な考え方 

堤防を被覆する芝における、外来植物の駆除・抑制等、河川環境の保全とも両立する堤防

の維持管理を行うため、農薬使用による堤防植生環境等への影響、効果に関する知見の収集、

農薬取締法の制度の下での使用基準を遵守した除草剤等の使用方法の習得を目的として、除

草剤等を使用した植生管理の試行ができるものとする。 

試行の実施に当たっては、農薬取締法に基づいて登録された農薬のうち、植物成長調整剤

と除草剤のみを使用することとする。 

 

各地方整備局等において試行を行う場合は、上記の目的の下で試行する堤防区間を設定し、

試行実施に当たって必要な事項を含んだ試行実施の計画を作成し、本省河川環境課（本課及

び河川保全企画室）に提出することとする。 
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3.2. 堤防除草における除草剤等を使用する場合の流れ 

除草剤等の使用にあたっては、「農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令」（平

成 15 年農林水産省・環境省令第 5 号）（以下「省令」という。）及び「住宅地等における

農薬使用について」（平成 25 年 4 月 26 日付け 25 消安第 175 号・環水大土発第 1304261 号

農林水産省消費・安全局長、環境省水・大気環境局長通知）（以下「局長通知」という。）

の記載内容を遵守するものとする。 

 計画準備 

 河川管理における除草剤等の使用目的 

堤防の植生管理に除草剤等の使用目的としては、以下のようなものが考えられる。試行で

は使用目的を具体的に設定して、試行を実施する堤防区間を設定する。その際、保全すべき

動植物が生息・生育・繁殖している箇所周辺等については、十分に留意する。 

 

①特定外来生物の駆除 

・オオキンケイギク等の特定外来生物（「特定外来生物による生態系などに係る被害の防

止に関する法律」によって指定されている外来種）は、堤防や河川敷等で見られる。 
・駆除にあたっては、生きたまま運搬はせず、また、抜いたり刈り取ったりした場合には

種子などが飛散しないように注意することが必要であり、多大な労力が必要となる。 
 

（出典：「地域と連携した外来植物防除対策ハンドブック（案）」、国土交通省河川環境課、平成
3年 7月、https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kankyo/gairai/pdf/handbook.pdf） 

 

②芝張後の養生中の箇所、堤防の植生が芝の箇所 

・堤防表面の被覆に施工した芝の中に、外来種であるムラサキツメクサ等の植物が侵入・

生育した場合、低草高の植物であることから除草機械では刈取りが難しい。 

・刈取られずに、それらの植物が生育・繁殖すると、芝を被覆し、かつ光を遮ることから、

芝を衰退させる。加えて栄養価の高い根粒菌を持つため、外来植物が侵入しやすい環

境となる。 

 

 

 

 

 

 

 

シバ養生箇所 

（草丈の低いシロツメクサ、写真は意図的に残した状態） 
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③連接ブロック等の構造物周り 

・ブロックの目地や表面の土壌等は植物が生育しにくい環境であるため、生育する植物

種は限られる。特に、樹木等は幹や根の成長に伴い目地部を押し広げる。これにより、

構造物の裏側から土砂流出や構造物の破損、樹木等の枯死による空洞化など、構造物

の機能を低下あるいは消失させる危険性がある。 
・構造物周りは、搭乗式除草機が使用できないため、肩掛式除草機を使用することにな

る。しかし、操作性を考慮すると、十分な対策ができにくいことが多い。 
 

 

 

 

 

 

 

連接ブロック等の構造物周り 
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 農薬取締法に基づいて実施すべき事項 

 使用する除草剤等 

局長通知によると、主な遵守事項は、次のとおりである。 

・農薬取締法に基づいて登録された農薬（登録農薬）を使用する。 

・ラベルに記載されている使用方法、使用上の注意を守って使用する。 

 

 

 

 

 

河川堤防で使用可能な除草剤等は、「シバ類」、「樹木等」への適用があるものである。 

築堤した場合には「シバ張」が行われ、養生工で除草剤等を使用する際には「シバ類」の記載が

あるものを選ぶ必要がある。 

また、除草工が行われる河川堤防では、「シバ」が生育している範囲は「シバ類」、シバ以外の

植物に適用する場合は「樹木等」の記載がある除草剤等を使用する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 農薬ラベルの記載例 

 

 事前の対応 

局長通知によると、主な遵守事項は、次のとおりである。 

・周辺住民に対して、十分な時間的余裕をもって幅広く周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

■局長通知 別紙の 1 抜粋 

 

（7）農薬の散布に当たっては、事前に周辺住民に対して、農薬使用の目的、散布日時、使

用農薬の種類及び農薬使用者等の連絡先を十分な時間的余裕をもって幅広く周知するこ

と。その際、過去の相談等により、近辺に化学物質に敏感な人が居住していることを把握し

ている場合には、十分配慮すること。また、農薬散布区域の近隣に学校、通学路等がある場

合には、万が一にも子どもが農薬を浴びることのないよう散布の時間帯に最大限配慮する

とともに、当該学校や子どもの保護者等への周知を図ること。さらに、立て看板の表示、立

入制限範囲の設定等により、散布時や散布直後に、農薬使用者以外の者が散布区域内に立ち

入らないよう措置すること。 

■局長通知 別紙の 1 抜粋 

 

（4）農薬取締法（昭和 23 年法律第 82 号）に基づいて登録された、当該植物に適用のある

農薬を、ラベルに記載されている使用方法（使用回数、使用量、使用濃度等）及び使用上の

注意事項を守って使用すること。 
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なお、渡良瀬川の調査では、地元説明会等の実施として、以下のような対応を行っている。 

①地元自治体（栃木県、佐野市環境部局）への情報提供 

②地元住民向けの現地説明会 

③下流利水者への情報提供 

④下流域の水道事業者等への情報提供 

 

 農薬取締法に基づく除草剤等の使用方法 

 基本事項 

省令によると、主な遵守事項は、次のとおりである。 

・除草剤等を散布する場合には、周辺への飛散に十分に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 使用時の遵守事項 

局長通知によると、主な遵守事項は、次のとおりである。 

・業務委託に当たっては、当該業務の仕様書に、農薬ラベルに表示された使用方法の遵守、

周辺住民等への周知等、局長通知（別紙の 1）に掲げる事項を業務内容として規定する。 

・除草剤等の飛散を抑制するノズルの使用に努めるとともに、風向き、ノズル向き等に注

意する必要がある。 

・除草剤等散布区域の近隣に学校等がある場合は、散布時間帯への配慮とともに、学校や

保護者へ周知することが重要である。さらに、立て看板や立入制限範囲の設定により地

域住民等が立ち入らないよう措置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

■省令 抜粋 

 

（住宅地等における農薬の使用） 

第六条 農薬使用者は、住宅、学校、保育所、病院、公園その他の人が居住し、滞在し、

又は頻繁に訪れる施設の敷地及びこれらに近接する土地において農薬を使用するときは、

農薬が飛散することを防止するために必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

■局長通知 別紙の 1 抜粋 

 

（6）農薬散布は、無風又は風が弱いときに行うなど、近隣に影響が少ない天候の日や時間

帯を選び、農薬の飛散を抑制するノズル（以下「飛散低減ノズル」という。）の使用に努め

るとともに、風向き、ノズルの向き等に注意して行うこと。 

 

（7）農薬の散布に当たっては、事前に周辺住民に対して、農薬使用の目的、散布日時、使

用農薬の種類及び農薬使用者等の連絡先を十分な時間的余裕をもって幅広く周知するこ

と。その際、過去の相談等により、近辺に化学物質に敏感な人が居住していることを把握し

ている場合には、十分配慮すること。また、農薬散布区域の近隣に学校、通学路等がある場 

■局長通知 抜粋 

 

2 地方公共団体が行う病害虫防除における取組の推進 

（1）植栽管理の業務の委託に当たり、当該業務の仕様書において、農薬ラベルに表示され

た使用方法の遵守、周辺住民等への周知、飛散低減対策の実施、農薬の使用履歴の記帳・保

管等、別紙の 1 に掲げる事項を業務内容として規定する。 



 

3-6 

 
 
 
 
 
 
 
 
除草剤等を散布する場合は、対象区域外に飛散しないように工夫が必要である。 

渡良瀬川の調査では、以下のような対応を行っている。 

①強風注意報が発令されている場合は中止・延期 

②散布時には風速を計測し、風速 4.0m/s を上回った場合は継続または休止を検討 

③飛散防止型ノズルの使用 

④隣接地との境界部では、飛散防止のために立て板を使用 

 

 記録と地域の相談対応 

省令及び局長通知によると、農薬を使用した場合の記録や地域の相談対応として、主な遵

守事項は、次のとおりである。 

・農薬を使用したときは、帳簿に記載するように努める。記録は、一定期間保管する。 

・散布後に、周辺住民等から体調不良等の相談があった場合には必要な対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■局長通知 別紙の 1 抜粋 

 

（8）農薬を使用した年月日、場所及び対象植物、使用した農薬の種類又は名称並びに使用

した農薬の単位面積当たりの使用量又は希釈倍数を記録し、一定期間保管すること。病

害虫防除を他者に委託している場合にあっては、当該記録の写しを農薬使用委託者が

保管すること。 

 

（9）農薬の散布後に、周辺住民等から体調不良等の相談があった場合には、農薬中毒の症

状に詳しい病院又は公益財団法人日本中毒情報センターの相談窓口等を紹介するこ

と。 

■省令 抜粋 

 

（帳簿の記載） 

第九条 農薬使用者は、農薬を使用したときは、次に掲げる事項を帳簿に記載するよう努

めなければならない。 

・農薬を使用した年月日 

・農薬を使用した場所 

・農薬を使用した農作物等 

・使用した農薬の種類又は名称 

・使用した農薬の単位面積当たりの使用量又は希釈倍数 

合には、万が一にも子どもが農薬を浴びることのないよう散布の時間帯に最大限配慮する

とともに、当該学校や子どもの保護者等への周知を図ること。さらに、立て看板の表示、立

入制限範囲の設定等により、散布時や散布直後に、農薬使用者以外の者が散布区域内に立

ち入らないよう措置すること。 
 
（10）以上の事項の実施に当たっては、公園緑地・街路樹等における病害虫の管理に関する

基本的な事項や考え方を整理した「公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル」（平成 22

年 5 月 31 日環境省水・大気環境局土壌環境課農薬環境管理室）に示された技術、対策等を

参考とし、状況に応じて実践すること。 
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 河川管理における除草剤等の効果確認 

除草剤等を使用した植生管理を試行後、目的に応じた効果や影響を確認するためのモニタ

リング調査を実施する。 

 

モニタリング調査に当たっては、以下の項目を設定する。 

・期間および頻度 

・モニタリング地点 

・モニタリング項目および調査方法 

 

具体の設定方法については、専門家の意見を聴くなどにより、除草剤等の使用目的や周辺

の動植物の生息・生育・繫殖状況に応じて定めるとよい。また、参考として渡良瀬川の事例

【参考資料 2】を活用されたい。 
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3.3. 試行の実施要領 

 実施内容の協議 

本試行を行う場合には、事前に本ガイドラインに基づく実施内容を定め、その内容につい

て本省河川環境課に提出すること。なお、内容に変更があった場合には、本省河川環境課に

再度提出すること。 

試行の実施内容については、参考として渡良瀬川の事例【参考資料 3】を活用されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 試行結果の報告 

本試行の実施に当たっては、試行が終了した際には、その結果をとりまとめ、本省河川環

境課に報告を行う。 

試行結果の報告内容については、参考として渡良瀬川の事例【参考資料 4】を活用された

い。 

 

 

 

 

【計画に含む項目】 

 ・試行の目的 

 ・使用する農薬及び使用方法 

 ・関係者（機関）及び調整状況 

 ・河川環境への影響、効果確認方法 

 ・従来手法との比較、評価方法 

 ・試行実施工程 

【報告に含む項目】 

 ・河川環境への影響、効果確認結果 

 ・従来手法との比較、評価結果 

 ・試行において良い点 

・試行の問題点・課題 
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【参考資料 1】関連する省令及び通知 

①「農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令」農林水産省・環境省 省令（平成 30 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

参考資料-2 

 

 

 

  



 

参考資料-3 

 

 

 

 

 

  



 

参考資料-4 

 ②「住宅地等における農薬使用について」農林水産省・環境省 局長通知（平成 25 年） 
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【参考資料 2】 渡良瀬川におけるモニタリング調査の例 

 



 

参考資料-10 

 

 
 



 

参考資料-11 

 

 

図 モニタリング調査票（例）  
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【参考資料 3】 渡良瀬川における除草剤等の使用の実施内容 
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【参考資料 4】 渡良瀬川における除草剤等の使用結果の整理 
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